様式 No.8-2
別紙●業務実施報告書様式
（青年研修用）



別紙●業務実施報告書様式
（青年研修用）

業務実施報告書.	Comment by 補足説明: 業務完了報告書は、本様式の項目に従って記述することを原則としますが、各事項が網羅されていれば、受託者の工夫で構成を変更することは差し支えありません。

１．案件の概要
（1） 案件名（和文／英文）

（2） 研修期間　
（3） 研修員人数、国名　

２．研修内容
（1） 案件目標
（2） カリキュラム構成（案件目標を関連づけたもの）

３．案件目標の達成度
（1） 達成状況の確認方法又は指標

（2） 達成度（判断根拠及びデータを含む）	Comment by 補足説明: 受託者が測定した目標の達成度と、その判断根拠を記入。なお、アクションプラン等を作成した場合、個々の研修員の課題、作成したアクションプラン等の概要、それらに対する評価を一覧等にまとめていただくことを可能な限りお願いします。（添付資料でも可）

（3） 貢献要因・阻害要因

４．研修運営にかかる要旨及び所見（目標達成に貢献した要因、または阻害した要因、工夫した内容及びその結果など）	Comment by 補足説明: 研修の運営や質の向上の観点からの振返り。特に工夫した内容や注力した取り組み及びそれらの結果、過年度同じ（類似）研修を実施した場合は新規に取り入れたことなどを、項目（要素）ごとに記述

（1） 研修デザイン（研修期間・プログラム構成等）	Comment by 補足説明: 研修の設計（期間、各コマの配列～視察・演習・講義・自習等の組み合わせ等）のレビュー

（2） 研修内容（研修プログラム内容・研修教材・講師等）

（3） 研修効果を高める工夫	Comment by 補足説明: 個々の研修員の能力・背景等の違いに配慮した研修方法、各参加者が日本の事例をもとに状況の異なる自国における課題解決策を策定するための促進作業、事前学習の有効活用、振り返り、アクションプラン作成のための準備・段取り、研修員間及び研修員と日本側関係者との共創やその後のつながりを意識した仕掛け等、受託者が研修効果を高めるために取り組んだ工夫を記述

（4） 研修対象の選定（割当国、対象機関、研修員）（所見）	Comment by 補足説明: 目標を達成するうえで、研修対象が適切であったかについての所見

（5） 研修運営体制	Comment by 補足説明: 受託者側の運営体制、また研修実施機関、研修監理員、JICAとの連携等が適切であったかについて記述

（6） 途上国と受入地域のつながり強化（相互理解の促進、今後の連携可能性等）への寄与

（7） その他特記事項

５．次年度へ向けた改善点及び提案
（1） 評価会及び反省会における指摘事項

（2） 今後の本研修／類似の研修に向けた改善計画／提案

６．個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策の履行状況
（1） 　　 履行状況：　問題なし　・　問題あり　　（いずれかを選択）
（2） （問題ありの場合）発生した問題及び対応状況：	Comment by 補足説明: 問題ありの場合に記載


【業務提出物】
（1） 業務提出物一覧
（2） 研修日程表（研修日程表、全体概念図、カリキュラム構成、シラバス等）※研修監理員がJICAに提出する詳細計画書（実績版）と相違ないよう、研修終了時に予め研修監理員と確認してください。
（3） 著作物の利用条件一覧（研修教材の著作権処理に係る報告）	Comment by 補足説明: 著作権関連様式6を指す。
（4） 研修教材一式


【添付資料】
業務提出物の他、適宜以下を添付。
（1） 添付資料一覧
（2） 質問票のまとめ（質問票による回答結果を活用している場合）
（3） 研修員アンケート結果（JICAによる質問票以外で、受託者にて独自に実施したものがある場合）、研修員個々の評価　等
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